




Shifting Patterns of Chinese Economic Development and Japan-China 
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TAMURA, Akihiko
What is the fundamental position in the Japanese economic community advancing 
business in the Chinese market? Japan-China business tends to be considerably affected 
by the bilateral political relations. Therefore, the Japanese economic community recognizes 
that it is the most effective approach to contribute to solution of Chinese socio-economic 
problems, and thereby to take their business opportunities. The Japanese economic 
community gives considerable attention to socio-economic problems, such as urbanization, 
aging-population, and environmental issues, including air pollution and a water shortage.
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ることが出来るのか、等先行き不透明な部分が多い。なお、2011 年 8 月に中国社会科学院が出
した「中国都市発展報告」によれば、2000 年の中国の都市部中間所得層は 1億 2000 万人で都
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国政府性債務に関する調査結果によると、2012 年末時点で、約 62000 の中央政府・地方政府（郷
鎮レベルまで）、7170 の地方融資平台等の債務残高の合計の対 GDP比は 36.7％であり、国際
標準として用いられる 60％を大きく下回り、債務リスクは全体として管理可能との結論を出し
ている。しかしながら、地方融資平台およびその資金供給ルートであるいわゆる「シャドーバ


















催した「2013（冬季）崇礼　中国城市発展国際論壇」（2013 年 12 月 6 ～ 7 日）、「2014 中国城
鎮化高層国際論壇」（2014 年 4 月 18 ～ 20 日）、「2014 崇礼 中国都市発展フォーラム」（2014 年
8月 2日）にも協力団体として参加すると共に、日中都市化合作検討会を同中心と共催してきた。
更には、日中経済協会の招請により、上記都市化センターの李鉄主任を団長とする視察団が




















は独特の事情によりその高齢化のペースは極めて速く、2013 年 3 月に中国全国老齢工作委員会
弁公室が公表した「2013 年中国老齢事業発展報告書」によると、60 歳以上の高齢者人口は、
2012 年末に 1 億 9400 万人に達し、総人口の 14.3％となった。高齢者人口は 2025 年まで毎年
100 万人のペースで増え続けるという。一方で、16 ～ 59 歳の労働力人口は減少し始めた。
2011 年はピークの 9億 4000 万人に達したが、2012 年から減少に転じ、今後も減少傾向は続く
とされている。
中国全国老齢工作委員会の副主任を務める李立国民政部部長は、2013 年 11 月 2 日に開催さ
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れた「2013 中国老齢事業発展高層論壇」において、「中国は、高齢者人口が世界で最も多い国








高齢化社会に突入した時点での国民一人当たり GNPは、大体 5千ドルから 1万ドルもしくは
それ以上であった。一方、中国が高齢化社会に入った 2001 年、GNPは漸く 1千ドル（約 9万






























業が直面する大きな問題となっている。（2013 年 9 月 4 ～ 5 日に北京にて JICAと北京師範大
学中国公益研究院が共同主催した「高齢化問題に関する第 2回日中専門家会議」においても、
人材育成が大きなテーマとなった。）更に、何よりも介護保険整備が未整備であるため、高額（例


















9 月 8 ～ 11 日には北京に派遣して、中国中央政府諸機関、北京市および民間企業と、10 月 13
～ 19 日には天津市、河北省、山東省、遼寧省に派遣し各々の省政府、関連団体および民間企
業と、大気汚染対策の分野における協力可能性を模索する対話と、セミナーの開催を通じた技
術交流を実施した。
都市化は、日本が中国のニーズに完全にマッチした経験が十分にない（都市計画など）とい
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う問題である、高齢化は、日本も中国と同様にその渦中にあるため自らも走りながら考えてい
る、という問題であるのに対して、大気汚染は、日本が「いつか来た道」である問題である分、
上記の通り、日本産業界の取り組みも他の 2分野に比べると比較的具体性を帯びている。但し、
中国側の対応について、既に国レベルや省レベルで実施計画は作成されたが、今後、これらの
実施計画を基に詳細な工程表を作成し実施しなければならない。しかし、この作業は、素材産
業を中心とする重化学工業の産業調整・淘汰といった措置を伴うことが必至であるため、新規
事業の創出が併せて行われなければ、社会不安を惹起する可能性がある。この点は、中国国内
政治上の問題であり、日系企業を含む外資企業としては、中国側の今後の動向を注視している
ところである。上記ミッションの派遣後、いくつかの省政府は訪日視察団の派遣に意欲を示し
ており、この分野での一層の日中協力が進むことを期待している。そして、中国各地が青い空
を取り戻すために、日本経済界も可能な限り支援していく所存である。
